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   第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号。以下「国大法」という。）に基づ

き設立された国立大学法人愛媛大学（以下「本法人」という。）の組織及び運営等に関し、基本的事

項について定めるものとする。 

（目的） 

第２条 本法人は、大学を設置し、「愛媛大学憲章」に定める理念及び目標に基づき、優れた教育と高

度の学術研究を推進するとともに、社会の発展に寄与することを目的とする。 

（設置する大学） 

第３条 本法人は、前条の目的を達成するため、国大法第４条第２項の規定に基づき、愛媛大学（以下

「本学」という。）を設置する。 

（事務所） 

第４条  本法人は、主たる事務所を愛媛県松山市道後樋又１０番１３号に置く。 

（点検評価） 

第５条 本法人は、その教育研究水準の向上に資するため、本学の教育及び研究、社会貢献、組織及

び運営並びに施設及び設備の状況について自ら点検及び評価を行い、その結果を公表するものとす

る。 

２ 前項の点検及び評価に関し必要な事項は、別に定める。 

 

   第２章 役員等及び審議機関 

（役員） 

第６条 本法人に、次の各号に掲げる役員を置く。 

  (1) 学長 

  (2) 理事  ５人以内 

  (3) 監事 ２人 

２ 本法人に１人以上の非常勤の理事（第８条第３項に規定する学外者が任命されるものに限る。）を

置く場合における前項第２号の理事の人数については、「５人以内」とあるのは「６人以内」とする。 

３ 第１項第３号の規定により置く監事のうち少なくとも１人は、常勤としなければならない。 

４ 役員の任命及び解任は、国大法第１２条から第１７条までに規定するところによる。 

（学長） 

第７条 学長は、本法人を代表し、その業務を総理するとともに、校務をつかさどり、所属職員を統督

する。 

２ 学長の任期及び学長の選考に関し必要な事項は、学長選考・監察会議の議を経て別に定める。 

（理事） 

第８条 理事は、学長を補佐し、本法人の業務を掌理する。 

２ 学長は、理事を指名し、任命する。 

３ 学長は、理事を任命するに当たっては、その任命の際現に本法人の役員又は職員でない者（以下

「学外者」という。）が、２人（国大法第１２条第１項の規定により学外者が学長に任命されてい

る場合は１人）以上含まれるようにしなければならない。 

４ 学長は、前項の規定により任命される者以外の者を常勤の理事にしようとする場合は、任期の始

期が本法人の職員の定年退職日（理事に任命される前の職に応じた定年退職日をいう。）を超える



こととなる者については、任命しないものとする。 

５ 理事の任期は３年とする。ただし、理事の任期の末日は、当該理事を任命する学長の任期の末日と

する。 

６ 理事は、再任されることができる。この場合において、当該理事がその最初の任命の際現に本法

人の役員又は職員でなかったときの第３項の規定の適用については、その再任の際現に本法人の役

員又は職員でない者とみなす。 

７ 理事がそれぞれ掌理する業務は、学長が定める。 

８ 学長は、学長に事故があるときはその職務を代理し、学長が欠員のときはその職務を行う者を、あ

らかじめ理事のうちから指名する。 

（監事） 

第９条 監事は、本法人の業務を監査する。 

２ 監事は、監査の結果に基づき、必要があると認めるときは、学長又は文部科学大臣に意見を提出す

ることができる。 

３ 監事は、役員（監事を除く。）が不正の行為をし、若しくは当該行為をするおそれがあると認めると

き、又は国大法若しくは他の法令に違反する事実若しくは著しく不当な事実があると認めるときは、遅滞

なく、その旨を学長（当該役員が学長である場合にあっては、学長及び第１５条第１項に規定する国

立大学法人愛媛大学学長選考・監察会議）に報告するとともに、文部科学大臣に報告しなければならな

い。 

４ 本法人と学長との利益が相反する事項については、監事が本法人を代表するものとする。 

（副学長） 

第10条 本法人に、副学長を若干人置く。 

２ 副学長は、学長を補佐し、学長から指示された重要な事項を処理する。 

３ 学長は、理事又は職員のうちから、副学長を指名し、任命する。 

４ 副学長の任期は３年とし、再任を妨げない。ただし、副学長の任期の末日は、当該副学長を任命す

る学長の任期の末日とする。 

（学長特別補佐） 

第11条 本法人に、学長が行う業務を補佐し、その円滑化を図るため、学長特別補佐を若干人置くこと

ができる。 

２ 学長特別補佐は、学長から特別に指示された事項を処理する。 

３ 学長は、職員のうちから、学長特別補佐を指名し、任命する。 

４ 学長特別補佐の任期は３年とし、再任を妨げない。ただし、学長特別補佐の任期の末日は、当該学

長特別補佐を任命する学長の任期の末日とする。 

（役員会） 

第12条 本法人に、国大法第１１条第３項の規定に基づき、本法人の業務及び管理運営に関する重要事

項を審議するため、国立大学法人愛媛大学役員会（以下「役員会」という。）を置く。 

２ 役員会は、学長及び理事をもって組織する。 

３ 役員会は、本法人における国大法第１１条第３項に定める重要事項を審議する。 

４ 役員会に議長を置き、学長をもって充てる。議長は、役員会を招集し、主宰する。議長に事故があ

るときは、議長があらかじめ指名する者が議長の職務を代行する。 

５ 役員会は、構成員の過半数が出席しなければ議事を開くことができない。議事は、出席した構成員

の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

６ 監事、副学長、学長特別補佐及び医学部附属病院長は、役員会に出席し、意見を述べることができ

る。ただし、議決には加わることができない。 

７ 役員会に、特定の事項を調査・審議するため、必要に応じて委員会、専門部会その他必要な会議を

置くことができる。 

８ 役員会の運営に関し必要な事項は、役員会が定める。 

（経営協議会） 

第13条 本法人に、国大法第２０条第１項の規定に基づき、本法人の経営に関する重要事項を審議する

ため、国立大学法人愛媛大学経営協議会（以下「経営協議会」という。）を置く。 

２ 経営協議会は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。 

 (1) 学長 

 (2) 理事 

 (3) 医学部附属病院長 



 (4) 本法人の役員又は職員以外の者で大学に関し広くかつ高い識見を有するもののうちから、次条第 

１項に規定する教育研究評議会の意見を聴いて学長が任命するもの  

３ 前項第４号の委員の数は、経営協議会の委員の総数の過半数でなければならない。 

４ 第２項第４号の委員の任期は３年とし、再任を妨げない。ただし、委員に欠員が生じた場合の後任

の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 経営協議会は、国大法第２０条第５項に定める重要事項を審議する。 

６ 経営協議会に議長を置き、学長をもって充てる。議長は、経営協議会を招集し、主宰する。議長に

事故があるときは、議長があらかじめ指名する委員がその職務を代行する。 

７ 経営協議会は、委員の過半数が出席しなければ議事を開くことができない。議事は、出席した委員

の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

８ 機構長（理事が兼務する機構長を除く。）及び学長が指名する副学長は、経営協議会にオブザー

バーとして出席し、意見を述べることができる。ただし、議決には加わることができない。 

９ 議長が必要と認めるときは、委員以外の者を経営協議会に出席させることができる。ただし、議決

には加わることができない。 

10 経営協議会の運営に関し必要な事項は、経営協議会が定める。 

（教育研究評議会） 

第14条 本法人に、国大法第２１条第１項の規定に基づき、本学の教育研究に関する重要事項を審議す

るため、国立大学法人愛媛大学教育研究評議会（以下「教育研究評議会」という。）を置く。 

２ 教育研究評議会は、次の各号に掲げる評議員をもって組織する。 

(1) 学長 

(2) 理事 

(3) 学部長 

(4) 研究科長 

(5) 学環長 

(6) 機構長 

(7) 院長 

(8) 図書館長 

(9) 医学部附属病院長 

(10) 副学長 

(11) 学長特別補佐 

(12) 法文学部及び教育学部ごとに、当該学部の教授会構成員の教授のうちから、当該学部の教授会

において選出された者 各１人 

(13) 社会共創学部の教授会構成員の教授のうちから、社会共創カウンシルにおいて選出された者  

１人 

(14) 大学院医学系研究科の教授会構成員の教授のうちから、同研究科の教授会において選出された

者 １人 

(15) 大学院理工学研究科の教授会構成員の教授のうちから、同研究科の教授会において選出された

者 ２人 

(16) 大学院農学研究科の教授会構成員の教授のうちから、同研究科の教授会において選出された者 

１人 

(17) 第３０条に規定する機構等及び第３１条に規定する学内施設の長及び教授のうちから、学長が

指名する者 ５人以内 

(18) その他学長が指名する職員 若干人 

３ 前項第１２号から第１８号までの評議員は、学長が任命する。当該評議員（前項第１７号に規定す

る機構等及び学内施設の長である者を除く。）の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、評議員

に欠員が生じた場合の後任の評議員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 教育研究評議会は、国大法第２１条第４項に定める重要事項を審議する。 

５ 教育研究評議会に議長を置き、学長をもって充てる。議長は、教育研究評議会を招集し、主宰する。

議長に事故があるときは、第２項第２号の評議員のうち、議長があらかじめ指名する者がその職務を

代行する。 

６ 教育研究評議会は、評議員の過半数が出席しなければ議事を開くことができない。議事は、出席し

た評議員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

７ 議長が必要と認めるときは、評議員以外の者を教育研究評議会に出席させることができる。ただし、



議決には加わることができない。 

８ 教育研究評議会の運営に関し必要な事項は、教育研究評議会が定める。 

（学長選考・監察会議） 

第15条 本法人に、学長候補者の選考等を審議するため、国大法第１２条第２項の規定に基づき、国立

大学法人愛媛大学学長選考・監察会議（以下「学長選考・監察会議」という。）を置く。 

２ 学長選考・監察会議に関し必要な事項は、別に定める。 

（理事・機構長会議） 

第16条 本法人に、学長の補佐体制の強化を図るため、国立大学法人愛媛大学理事・機構長会議（以下

「理事・機構長会議」という。）を置く。 

２ 理事・機構長会議に関し必要な事項は、別に定める。 

（部局長協議会） 

第17条 本法人に、本法人及び本学の方策等に関する協議を行うため、国立大学法人愛媛大学部局長協

議会（以下「部局長協議会」という。）を置く。 

２ 部局長協議会に関し必要な事項は、別に定める。 

（事務協議会） 

第18条 本法人に、事務部門に関する協議及び調整を行うため、国立大学法人愛媛大学事務協議会（以

下「事務協議会」という。）を置く。 

２ 事務協議会に関し必要な事項は、別に定める。 

（委員会等） 

第19条 本法人及び本学に、委員会その他必要な会議（以下「委員会等」という。）を置くことができ

る。 

２ 委員会等に関し必要な事項は、別に定める。 

第19条の２ 削除 

（経営戦略本部） 

第19条の３ 本法人に、愛媛県に在る国立大学としての存在意義を認識しつつ、本学のミッション

及び機能強化の方向性に沿って、本学の経営資源の活用・充実に向けた経営戦略とそれを支え

るマネジメント体制を構築し、経営戦略を抜本的に強化することを目的として、国立大学法人

愛媛大学経営戦略本部（以下「経営戦略本部」という。）を置く。 

２ 経営戦略本部に関し必要な事項は、別に定める。 

第20条 削除 

（自己点検評価室） 

第21条 本法人に、本法人の自己点検及び評価を行うため、国立大学法人愛媛大学自己点検評価室（以

下「自己点検評価室」という。）を置く。 

２ 自己点検評価室に関し必要な事項は、別に定める。 

第21条の２ 削除 

（広報室） 

第21条の３ 本法人に、戦略的な広報活動を行うため、国立大学法人愛媛大学広報室（以下「広報室」

という。）を置く。 

２ 広報室に関し必要な事項は、別に定める。 

（四国地区５国立大学連携事業関連施設） 

第21条の４ 本法人に、四国５大学連携による事業の共同実施に関する協定書第２第２項に基づき定め

る四国５大学連携による知のプラットフォーム形成事業に係る申合せ第２第２項に基づき、四国地区

国立大学連合アドミッションセンター（以下「連合アドミッションセンター」という。）を、大学連

携e-Learning教育支援センター四国規則（平成２５年７月５日制定香川大学規則）第４条第２項に基

づき、大学連携e-Learning教育支援センター四国愛媛大学分室（以下「センター四国愛媛大学分室」

という。）を置く。 

２ 連合アドミッションセンター及びセンター四国愛媛大学分室に関し必要な事項は、別に定める。 

（地域共創コンソーシアム） 

第21条の５ 本法人に、ステークホルダーとともに、地域の活性化及び地域イノベーションの創出並

びに地域を担う人材の育成に取り組むため、愛媛大学地域共創コンソーシアム（以下「地域共創コ

ンソーシアム」という。）を置く。 

２ 地域共創コンソーシアムに関し必要な事項は、別に定める。 

 （留学生就職促進コンソーシアム） 



第21条の６ 本法人に、関係機関との連携を図り、留学生の就職を促進するため、愛媛大学留学生就

職促進コンソーシアム（以下「留学生就職促進コンソーシアム」という。）を置く。 

２ 留学生就職促進コンソーシアムに関し必要な事項は、別に定める。 

 （えひめ海事産業協働コンソーシアム） 

第21条の７ 本法人に、愛媛県で学び育った高度エンジニアが、海事産業に携わり、その継続的な発

展を支える循環を生み出す取組みを行うため、愛媛大学えひめ海事産業協働コンソーシアム（以下

「えひめ海事産業協働コンソーシアム」という。）を置く。 

２ えひめ海事産業協働コンソーシアムに関し必要な事項は、別に定める。 

（ＳＤＧｓ推進室） 

第21条の８ 本法人に、ＳＤＧｓ活動を推進するため、国立大学法人愛媛大学ＳＤＧｓ推進室（以下

「ＳＤＧｓ推進室」という。）を置く。 

２ ＳＤＧｓ推進室に関し必要な事項は、別に定める。 

第21条の９ 削除 

（人権センター） 

第21条の10 本法人に、人権侵害を防止するため、国立大学法人愛媛大学人権センター（以下「人権

センター」という。）を置く。 

２ 人権センターに関し必要な事項は、別に定める。 

（ＤＸ推進室） 

第21条の11 本法人に、デジタルを活用した業務の変革（以下「ＤＸ」という。）を推進するため、国

立大学法人愛媛大学ＤＸ推進室（以下「ＤＸ推進室」という。）を置く。 

２ ＤＸ推進室に関し必要な事項は、別に定める。 

（次世代人材育成拠点） 

第21条の12 本法人に、地域の持続的発展を担う人材の育成や高大連携教育に貢献するため、国立大

学法人愛媛大学次世代人材育成拠点（以下「次世代人材育成拠点」という。）を置く。 

２ 次世代人材育成拠点に関し必要な事項は、別に定める。 

（研究環境マネジメント戦略本部） 

第21条の13 本法人に、研究環境マネジメントを推進するため、国立大学法人愛媛大学研究環境マネジ

メント戦略本部（以下「研究環境マネジメント戦略本部」という。）を置く。 

２ 研究環境マネジメント戦略本部に関し必要な事項は、別に定める。 

 （ダイバーシティ推進本部） 

第21条の14 本法人に、職員の個性や価値観を尊重し、多様な職員に持てる能力を最大限に発揮させる

ことにより、本法人の各組織及び本法人の総合的ポテンシャルの向上に資することを目的として、ダ

イバーシティ推進本部（以下「推進本部」という。）を置く。 

２ 推進本部に、次のセンター等を置く。 

ジェンダー協働推進センター 

障害者雇用推進室 

高年齢者雇用推進室 

３ 推進本部及びセンター等に関し必要な事項は、別に定める。 

 （安全衛生管理推進室） 

第21条の15 本法人に、安全衛生管理水準の向上を図るため、国立大学法人愛媛大学安全衛生管理推進

室（以下「安全衛生管理推進室」という。）を置く。 

２ 安全衛生管理推進室に関し必要な事項は、別に定める。 

（カーボンニュートラル推進室） 

第21条の16 本法人に、カーボンニュートラル活動を推進するため、国立大学法人愛媛大学カーボンニ

ュートラル推進室（以下「カーボンニュートラル推進室」という。）を置く。 

２ カーボンニュートラル推進室に関し必要な事項は、別に定める。 

（Town＆Gown構想推進室） 

第21条の17 本法人に、Town＆Gown構想を推進するため、国立大学法人愛媛大学Town＆Gown構想推進室

（以下「Town＆Gown構想推進室」という。）を置く。 

２ Town＆Gown構想推進室に関し必要な事項は、別に定める。 

（今治サテライト） 

第21条の18 本法人に、愛媛県今治市における持続的な地域づくりと人材育成を推進するため、国立大

学法人愛媛大学今治サテライト（以下「今治サテライト」という。）を置く。 



２ 今治サテライトに関し必要な事項は、別に定める。 

 

   第３章 職員及び業務組織 

（職員） 

第22条 本法人に、次に掲げる職員を置く。 

教育職員 

事務職員 

技術職員 

医療職員 

技能職員 

ＵＡ職員 

特定職員 

有期契約職員 

短期契約職員 

２ 教育職員の職種は次のとおりとする。 

教授 

准教授 

講師 

助教 

助手 

副校（園）長 

主幹教諭 

教諭 

養護教諭 

栄養教諭 

実習助手 

３ 前項に掲げるもののほか、職員の職種については別に定める。 

（職員の職務） 

第23条 職員の職務は、学校教育法（昭和22年法律第26号）に定めるもののほか、次の各号に掲げると

おりとする。 

(1) 事務職員は、本法人の経営、財務、施設等並びに本学の教育研究支援、学術情報、医療等に関する

事務に従事する。 

(2) 技術職員は、施設及び教育研究に関する職務のうち、技術に関するものに従事する。 

(3) 医療職員は、医療に関する職務のうち、技術に関するものに従事する。 

(4) 技能職員は、技能に関する職務に従事する。 

(5) ＵＡ職員は、大学運営に関わる高度な企画立案、マネジメント及び専門的支援業務に従事する。 

２ 前項各号に掲げるもののほか、職員の職務については別に定める。 

（職員の任命） 

第24条  本法人の職員は、学長が任命する。 

（業務組織） 

第25条 本法人に、本法人の経営、財務、施設等並びに本学の教育研究支援、学術情報、医療等に関す

る業務を処理する組織を置く。 

２ 前項の組織に関し必要な事項は、別に定める。 

 

   第４章 大学 

    第１節 教育研究組織 

（学部） 

第26条 本学に、学術の一中心として、広く知識を授けるとともに、深く専門の学芸を教授研究し、知

的、道徳的及び応用的能力を展開させ、もって文化の創造と発展に貢献することを目的として、次の

学部を置く。 

法文学部 

教育学部 

社会共創学部 



理学部 

医学部 

工学部 

農学部 

２ 学部に関し必要な事項は、別に定める。 

（大学院） 

第27条 本学に、学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥をきわめて、文化の進展に寄与すること

を目的として、大学院を置く。 

２ 大学院に、次の研究科を置く。 

人文社会科学研究科 

教育学研究科 

医学系研究科 

理工学研究科 

農学研究科 

連合農学研究科 

３ 大学院及び研究科に関し必要な事項は、別に定める。 

第27条の２ 大学院に、分野横断的な教育研究を実施するため、学環（大学院設置基準（昭和49年文

部省令第28号）第30条の２に定める研究科等連係課程実施基本組織をいう。以下同じ。）として、

医農融合公衆衛生学環及び地域レジリエンス学環を置く。 

２ 学環に関し必要な事項は、別に定める。 

（学部及び大学院の教員組織） 

第28条 本学に、教育研究上の目的を達成するため、別表のとおり教員組織を置く。 

（附属病院） 

第29条 本学の医学部に、附属病院を置く。 

２ 附属病院に関し必要な事項は、別に定める。 

（機構等） 

第30条 本学に、次の機構及び当該機構にセンター等（以下「機構等」という。）を置く。 

未来価値創造機構 

教育・学生支援機構 

教育企画室 

学習支援コモンズ 

研究・産学連携推進機構 

学術支援センター 

産学連携推進本部 

知的財産本部 

地域協働推進機構 

地域専門人材育成・リカレント教育支援センター 

防災情報研究センター 

地域協働センター西条 

地域協働センター南予 

地域協働センター中予 

地域共創研究センター 

四国遍路・世界の巡礼研究センター 

俳句・書文化研究センター 

埋蔵文化財調査室 

国際連携推進機構 

デジタル情報人材育成機構 

デジタル情報人材育成・リスキリングセンター 

   データサイエンスセンター 

   総合情報メディアセンター 

２ 各機構等に関し必要な事項は、別に定める。 

 （先端研究院等） 

第30条の２ 本学に、愛媛大学先端研究院及び当該院に次のセンター（以下「先端研究院等」とい



う。）を置く。 

  沿岸環境科学研究センター 

地球深部ダイナミクス研究センター 

プロテオサイエンスセンター 

アジア古代産業考古学研究センター 

宇宙進化研究センター 

２ 先端研究院等に関し必要な事項は、別に定める。 

 （イノベーション創出院等） 

第30条の３ 本学に、愛媛大学イノベーション創出院及び当該院に次のセンター（以下「イノベーシ

ョン創出院等」という。）を置く。 

南予水産研究センター 

紙産業イノベーションセンター 

先端農業Ｒ＆Ｄセンター 

食品健康機能研究センター 

２ イノベーション創出院等に関し必要な事項は、別に定める。 

（共同利用・共同研究拠点） 

第30条の４ 本学に、学術研究の発展に資するための施設として、愛媛大学先進超高圧科学研究拠点、

愛媛大学化学汚染・沿岸環境研究拠点及び愛媛大学プロテオインタラクトーム解析共同研究拠点（以

下「拠点」という。）を置く。 

２ 拠点は、学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）第１４３条の３第２項に定める共同

利用・共同研究拠点として、大学の教員その他の者で拠点の目的たる研究と同一の分野の研究に従事

する者に利用させるものとする。 

３ 拠点に関し必要な事項は、別に定める。 

（学内施設） 

第31条 本学に、次の学内施設を置く。 

図書館 

ミュージアム 

総合健康センター 

２ 各学内施設に関し必要な事項は、別に定める。 

（学部附属施設） 

第32条 本学の学部に、次の学部附属施設を置く。 

教育学部 附属科学教育研究センター 

      附属インクルーシブ教育センター 

附属才能教育センター 

    医学部 附属総合医学教育センター 

 附属手術手技研修センター 

 附属Aiセンター 

 附属看護実践教育研究サポートセンター 

 附属国際化推進センター 

工学部 附属高機能材料センター 

 附属社会基盤 i センシングセンター 

 附属環境・エネルギー工学センター 

附属プラズマ複合領域創成研究センター 

        附属教育・研究共同利用施設 

   農学部 附属農場 

 附属演習林 

２ 各学部附属施設に関し必要な事項は、別に定める。 

 （研究科附属施設） 

第32条の２ 本学の農学研究科に、次の研究科附属施設を置く。 

       附属環境先端技術センター 

       附属柑橘産業イノベーションセンター 

       附属ハダカムギ開発研究センター 

２ 各研究科附属施設に関し必要な事項は、別に定める。 



（附属学校） 

第33条 本学及び教育学部に次の附属学校を置く。 

  愛媛大学 附属高等学校 

  教育学部 附属幼稚園 

       附属小学校 

       附属中学校 

       附属特別支援学校 

２ 附属学校に関し必要な事項は、別に定める。 

 

    第２節 教育研究組織の長及び審議機関 

（学部長） 

第34条 本学の各学部に、学部長を置く。 

２ 学部長は、当該学部に関する校務をつかさどる。 

３ 学部長に関し必要な事項は、別に定める。 

（副学部長） 

第35条 本学の各学部に、副学部長を置くことができる。 

２ 副学部長は、学部長の職務を助ける。 

３ 副学部長に関し必要な事項は、各学部で別に定める。 

（学科長） 

第36条 本学の各学部に、学科長を置くことができる。 

２ 学科長は、学部長の命を受け、当該学科の教育及び研究に関し、総括し、及び調整する。 

３ 学科長に関し必要な事項は、各学部で別に定める。 

（研究科長） 

第37条 本学の各研究科に、研究科長を置く。 

２ 研究科長は、当該研究科に関する事項を掌理する。 

３ 研究科長の選考方法は、別に定める。 

（学環長） 

第37条の２ 本学の各学環に、学環長を置く。 

２ 学環長は、当該学環に関する事項を掌理する。 

３ 学環長の選考方法は、別に定める。 

（副研究科長） 

第38条 本学の各研究科に、副研究科長を置くことができる。 

２ 副研究科長は、研究科長の職務を助ける。 

３ 副研究科長に関し必要な事項は、各研究科で別に定める。 

（副学環長） 

第38条の２ 本学の各学環に、副学環長を置くことができる。 

２ 副学環長は、学環長の職務を助ける。 

３ 副学環長に関し必要な事項は、各学環で別に定める。 

（専攻長） 

第39条 本学の研究科の専攻に、専攻長を置くことができる。 

２ 専攻長は、研究科長の命を受け、当該専攻の教育及び研究に関し、総括し、及び調整する。 

３ 専攻長に関し必要な事項は、各研究科で別に定める。 

（附属病院長） 

第40条 附属病院に、附属病院長を置く。 

２ 附属病院長は、附属病院に関する事項を掌理する。 

３ 附属病院長に関し必要な事項は、別に定める。 

（副病院長） 

第41条 附属病院に、副病院長を置くことができる。 

２ 副病院長は、附属病院長の職務を補佐する。 

３ 副病院長に関し必要な事項は、附属病院で別に定める。 

（機構等の長） 

第42条 各機構等に、それぞれ長を置く。 

２ 機構等の長は、それぞれ当該機構等の業務を総括する。 



３ 機構等の長に関し必要な事項は、それぞれ別に定める。 

 （先端研究院等及びイノベーション創出院等の長） 

第42条の２ 先端研究院等及びイノベーション創出院等に、それぞれ長を置く。 

２ 先端研究院等及びイノベーション創出院等の長は、それぞれ当該先端研究院等及びイノベーショ

ン創出院等の業務を総括する。 

３ 先端研究院等及びイノベーション創出院等の長に関し必要な事項は、それぞれ別に定める。 

  （共同利用・共同研究拠点の長） 

第42条の３ 各共同利用・共同研究拠点に、それぞれ長を置く。 

２ 共同利用・共同研究拠点の長は、それぞれ当該拠点の業務を掌理する。 

３ 共同利用・共同研究拠点の長に関し必要な事項は、それぞれ別に定める。 

（学内施設の長） 

第43条 各学内施設に、それぞれ長を置く。 

２ 学内施設の長は、それぞれ当該施設に関する事項を掌理する。 

３ 学内施設の長に関し必要な事項は、それぞれ別に定める。 

（学部附属施設の長） 

第44条 各学部附属施設に、それぞれ長を置く。 

２ 学部附属施設の長は、それぞれ当該施設に関する事項を掌理する。 

３ 学部附属施設の長に関し必要な事項は、それぞれ別に定める。 

（研究科附属施設の長） 

第44条の２ 各研究科附属施設に、それぞれ長を置く。 

２ 研究科附属施設の長は、それぞれ当該施設に関する事項を掌理する。 

３ 研究科附属施設の長に関し必要な事項は、それぞれ別に定める。 

（附属学校の長） 

第45条 各附属学校にそれぞれ校長を、附属幼稚園に園長を置く。 

２ 附属学校長及び附属幼稚園長は、それぞれ当該学校に関する事項を掌理する。 

３ 附属学校長及び附属幼稚園長に関し必要な事項は、それぞれ別に定める。 

（教授会等） 

第46条 各学部、医学系研究科、理工学研究科及び農学研究科に、教授会及びその他必要な運営組織を

置く。 

２ 教授会及びその他必要な運営組織に関し必要な事項は、別に定める。 

（研究科委員会等） 

第47条 人文社会科学研究科、教育学研究科及び連合農学研究科に、研究科委員会及びその他必要な

運営組織を置く。 

２ 研究科委員会及びその他必要な運営組織に関し必要な事項は、別に定める。 

（学環委員会等） 

第48条 医農融合公衆衛生学環及び地域レジリエンス学環に、学環委員会及びその他必要な運営組織

を置く。 

２ 学環委員会及びその他必要な運営組織に関し必要な事項は、別に定める。 

 

 

   附 則 

１ この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 

２  国立大学法人愛媛大学組織規則（平成１６年規則第３号）は、廃止する。 

３ 国立大学法人愛媛大学役員会規則（平成１６年規則第４号）は、廃止する。 

４ 国立大学法人愛媛大学経営協議会規則（平成１６年規則第５号）は、廃止する。 

５ 国立大学法人愛媛大学教育研究評議会規則（平成１６年規則第６号）は、廃止する。 

６ 国立大学法人愛媛大学教育研究評議会の評議会に関する申合せ（平成１７年１月１２日制定）は、

廃止する。 

７ 国立大学法人愛媛大学理事に関する規程（平成１６年規則第３３号）は、廃止する。 

８ 国立大学法人愛媛大学副学長に関する規程（平成１６年規則第３４号）は、廃止する。 

９ 国立大学法人愛媛大学学長特別補佐に関する規程（平成１６年規則第３５号）は、廃止する。 

10 国立大学法人愛媛大学学長の任期に関する規程（平成１６年規則第８４号）は、廃止する。 

11 平成１８年３月１日付けで任命された学長の任期は、第７条第２項の規定にかかわらず、平成２



１年３月３１日までとする。 

12 この規則施行の際、現に理事、副学長及び学長特別補佐に任命されている者については、この規

則により選考されたものとみなし、当該理事、副学長及び学長特別補佐の任期は、第８条第３項、

第１０条第４項及び第１１条第４項の規定にかかわらず、現に発令されている任期とする。 

13 この規則施行の際、現に経営協議会委員及び評議員に任命されている者については、この規則に

より選考されたものとみなし、当該委員及び評議員の任期は、第１３条第３項及び第１４条第３項

の規定にかかわらず、現に発令されている任期とする。 

14 農学部附属農業高等学校（以下「旧高等学校」という。）は、第３３条第１項の規定にかかわら

ず、平成２０年３月３１日に旧高等学校に在学する者が旧高等学校に在学しなくなる日までの間、

存続するものとする。 

   附 則 

 この規則は、平成２０年１０月１日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、平成２２年４月１４日から施行し、平成２２年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この規則は、平成２２年１１月１日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、平成２２年１１月２９日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、平成２３年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、平成２４年１１月２１日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、平成２５年５月１３日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、平成２５年６月１２日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、平成２５年９月１１日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、平成２５年１２月１日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、平成２６年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、平成２６年６月１１日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、平成２６年８月１日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、平成２６年９月１０日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、平成２６年１１月１２日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、平成２６年１２月１０日から施行する。 

   附 則 



 この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、平成２７年５月２０日から施行する。ただし、別表の規定は平成２７年４月１日から、

第３２条の規定は平成２７年５月１日から適用する。 

附 則 

この規則は、平成２７年１２月９日から施行し、平成２７年１０月３０日から適用する。 

   附 則 

 この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成２８年４月２０日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。 

附 則 

この規則は、平成２８年７月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成２９年１月１１日から施行し、平成２９年１月１日から適用する。 

附 則 

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成２９年７月１日から施行する。 

附 則 

１ この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ 四国産学官連携イノベーション共同推進機構愛媛大学サテライトオフィス規程（平成２５年規則

第１１８号）は、廃止する。 

附 則 

この規則は、平成３０年６月１３日から施行する。ただし、別表の規定は平成３０年６月１日から

適用する。 

附 則 

この規則は、平成３０年７月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成３０年１２月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、令和元年７月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、令和元年１０月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、令和元年１２月１日から施行する。 

附 則 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

２ 法文学研究科は、第２７条第２項の規定にかかわらず、令和２年３月３１日に当該研究科に在学

する者が当該研究科に在学しなくなる日までの間、存続するものとする。 

附 則 

この規則は、令和２年７月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、令和２年８月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、令和２年１２月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、令和３年３月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この規則は、令和３年７月１日から施行する。 



２ 愛媛大学実験実習教育センター規程（平成１８年規則第６８号）は廃止する。 

３ 愛媛大学実験実習教育センター運営委員会規程（平成１８年規則第６９号）は廃止する。 

附 則 

この規則は、令和３年８月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、令和３年１０月１日から施行する。 

附 則 

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

２ 令和５年４月１日に任命される第１３条第２項第４号の委員の任期は、同条第４項の規定に「３

年」とあるのは、「２年」とする。 

   附 則 

 この規則は、令和４年６月１日から施行する。 

附 則 

 この規則は、令和４年１１月１日から施行する。 

附 則 

 この規則は、令和４年１０月１日から施行する。 

附 則 

 この規則は、令和４年１１月１日から施行する。 

   附 則 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、令和５年４月１２日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 

附 則 

 この規則は、令和５年６月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、令和５年６月１４日から施行し、令和５年６月１日から適用する。 

附 則 

 この規則は、令和５年７月１日から施行する。 

附 則 

 この規則は、令和６年２月１日から施行する。 

   附 則 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

２ 愛媛大学先端研究・学術推進機構規則（平成２３年規則第２１号）は、廃止する。 

３ 愛媛大学先端研究・学術推進機構先端研究推進会議規程（平成２３年規則第２２号）は、廃止す

る。 

４ 愛媛大学先端研究・学術推進機構学術研究会議規程（平成２３年規則第２３号）は、廃止する。 

５ 愛媛大学先端研究・学術推進機構学術企画室要項（平成２３年４月１日制定）は、廃止する。 

６ 国立大学法人愛媛大学経営情報分析室規程（平成２４年規則第１０５号）は、廃止する。 

附 則 

 この規則は、令和６年７月１日から施行する。 

附 則 

 この規則は、令和６年１１月１日から施行する。 

附 則 

 この規則は、令和６年１１月１３日から施行する。 

附 則 

 この規則は、令和６年１２月１２日から施行する。 

附 則 

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

附 則 

 この規則は、令和７年６月１日から施行する。 

附 則 

 この規則は、令和７年７月１日から施行する。 

附 則 



 この規則は、令和７年９月１日から施行する。 

附 則 

 この規則は、令和７年１０月１日から施行する。 

附 則 

 この規則は、令和８年４月１日から施行する。 

附 則 

 この規則は、令和８年６月１日から施行する。 

  



別表 （第２８条関係） 

 １ 学部に置く教員組織 

学 部 学 科 講 座 

法文学部 人文社会学科 社会科学 人文学 

教育学部  国語教育 社会科教育 数学教育 理科教育 音楽教

育 美術教育 保健体育 技術教育 家政教育 英語

教育 特別支援教育 幼児教育 教育臨床 

社会共創学部 産業マネジメント学科  

産業イノベーション学科  

環境デザイン学科  

地域資源マネジメント学科  

 （寄附講座） 

社会共創学（伊予銀行） グローバル共創人材育成

（愛媛銀行） 

備考 ＊印を冠するものは寄附講座を示す。 

 

 ２ 研究科及び学環に置く教員組織 

研究科 専 攻 講 座 

教育学研究科 心理発達臨床専攻 心理発達臨床学 

教育実践高度化専攻 教育実践高度化 

医学系研究科 医学専攻 医化学・細胞生物学 生化学・分子遺伝学 分子細胞生

理学 分子病態医学 血液・免疫・感染症内科学 小児

科学 糖尿病内科学 精神神経科学 肝胆膵・乳腺外科

学 皮膚科学 臨床腫瘍学 生体構造医学 循環生理学 

薬理学 病態生理学 循環器・呼吸器・腎高血圧内科学 

心臓血管・呼吸器外科学 耳鼻咽喉科・頭頸部外科学 

整形外科学 泌尿器科学 放射線医学 眼科学 口腔顎

顔面外科学 分子寄生虫学 免疫学 感染防御学 解析

病理学 消化器・内分泌・代謝内科学 臨床薬理学 消

化管・腫瘍外科学 産科婦人科学 脳神経外科学 麻酔

・周術期学 救急医学 病理診断学 疫学・公衆衛生学 

法医学 医療情報学 医学教育学 脳神経内科・老年医

学 医療薬学 医療教育学 統合医科学  

（寄附講座） 

地域医療・総合診療学 地域救急医療学 地域医療再生

学 小児・思春期療育学 救急航空医療学 視機能再生

学（南松山病院） 地域生活習慣病・内分泌学 地域眼

科学 地域消化器免疫医療学 地域小児保健医療学 脳

神経先端医学 関節機能再建学 地域胸部疾患治療学 

地域低侵襲消化器医療学 難病・高齢医療学 児童精神

医学 感染制御学 心不全治療学 先進消化器内視鏡開

発学 地域脳卒中医学 統合呼吸器診療学 口腔先進

医療学 地域先進消化器外科学 

 （産学協働講座） 

免疫創薬化学 先端画像解析開発 ヘルスケアデータ

サイエンス 創薬プラットフォーム開発 

看護学専攻 地域健康システム看護学 基盤・実践看護学 

理工学研究科 理工学専攻 機械工学 環境建設工学 機能材料工学 応用化学 電

気電子工学 情報工学 数理科学 物理科学 地球進化 

  学 分子科学 生物環境科学 

＊船舶工学（今治造船） ＊デジタル・半導体システム

融合開発（NP システム開発） 



連合農学研究科 生物資源生産学専攻 生物資源生産科学  海洋深層水科学 

生物資源利用学専攻 生物資源利用科学 

生物環境保全学専攻 生物環境保全科学 

 

 

研究科 専 攻 コース等 

農学研究科 食料生産学専攻 農業生産学 植物工場システム学 食料生産経営学 水

圏生産学 知能的食料生産科学特別 

生命機能学専攻 応用生命化学 健康機能栄養科学特別 

生物環境学専攻 森林資源学 バイオマス資源学 地域環境工学 環境保

全学 水環境再生科学特別 

（寄附講座） 

環境産業科学 

（産学協働講座） 

昆虫マテリアル研究 

教育支援室 研究支援室 

 

学 環 領 域 等 

医農融合公衆衛生学環 疫学 保健医療管理学 生物統計学 社会科学・行動

科学 環境・食品衛生学 

地域レジリエンス学環 （寄附講座） 

グローバル＆グローカル人材育成 

自治体政策実践 

備考 ＊印を冠するものは寄附講座を示す。 


